
　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

200

－ －

－ － －

200

執行額 － － －

繰越し等 －
予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 26年度要求

予算
の状
況

当初予算 －

24年度 25年度

－ －

計

補正予算 －

－ －

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

住宅ストックの適切な維持管理が行われるための環境整備として、空き家等の活用・適正管理・除却について、所有者に対する相談体制の整備や関連
するビジネスの育成・普及を支援する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

○ 事 業 内 容：
空き家等の活用・適正管理・除却について、所有者に対する相談体制の整備や関連するビジネスの育成・普及を支援する。

○ 補 助 対 象：
① 空き家の適正管理等の相談体制の整備に要する経費
② 空き家の適正管理等に関するビジネスの育成・普及に要する経費
③ ①及び②について分析・普及促進の実施に要する経費

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 政策・施策名

１　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上
　　の促進
　２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる住宅
　　　市場を整備する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱

住宅局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

Ｈ２５～Ｈ２７ 担当課室
住宅総合整備課
住環境整備室

課長　里見　晋
室長　木下　一也

事業名

事業番号 新25-01

空き家管理等基盤強化推進事業 担当部局庁

主な増減理由

空き家等の適正管理に関する相談窓口を創設した
都道府県の割合

成果実績 ％ － － 0 100

計 200

（項）住宅市場整備推進費

（目）住宅市場整備推進等事業費
補助金

200

（大事項）住宅市場の環境整備の推進
に必要な経費

単位当たり
コスト

算出根拠

実施事業者数

費　目 25年度当初予算 26年度要求

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

24年度

―

(                   ) (                   ) （15～20）

25年度活動見込

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度

活動実績

（当初見込
み）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（27年度）

達成度 ％ － － －

成果指標

執行率（％） － － －

単位 22年度 23年度

執行額



受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

－

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 －

本事業については、平成２５年度新規要求事項であるが、他事業の行政事業レビューの結果を踏まえ、事業の目的に沿った企画内容を提案する公募を
行う事に留意した上で補助金の執行を行う。

評　価項　　目

点
検
結
果

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

－

－

－

－単位当たりコストの水準は妥当か。

－

－

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

重
複
排
除

○

○

○

－

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

住生活基本計画に記載された、住宅ストックの適切な維
持管理のための環境整備等の実現を図るため、空き家
所有者に対する相談体制の整備や、空き家の適正管理
等に関するビジネスの育成について、国が支援する必要
がある。

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成24年平成23年平成22年

備考



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

国土交通省

事務事業者

【公募・補助】

空き家の適正管理等の相談体制の整備及び、 空き家の適

正管理等に関するビジネスの育成・普及に関する補助金の

交付に関する事務、事業の実施に関する指導・分析・普及促

進の実施

【公募・補助】 【公募・補助】

ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

民間事業者等 民間事業者等

空き家の適正管理等の相談体

制の整備の実施

【公募・補助】 【公募・補助】

空き家の適正管理等に関するビ

ジネスの育成・普及の実施



C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

金　額
(百万円）

a

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

落札率

10

入札者数

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

5

6

3

1

2

7

4

9

10

8



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

執行額 －

250 －

建築物の耐震改修の促進に関する法律第４条
関係する計画、

通知等
地震防災戦略、新成長戦略、日本再生戦略、住生活基本計画

26年度要求

－ － 250 －

補正予算 －

－ －

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

－ －

計

繰越し等 － － －

予算
の状
況

当初予算 －

－ －

－

住宅局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

H25～ 担当課室 建築指導課 課長　井上　勝徳

事業名

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

耐震化が特に必要な建築物等について診断・改修等の実施状況の台帳整備や地方公共団体の職員対象の研修会、さらには、耐震性の表示制度の実
施に向けた協議会等を実施することにより行政庁の体制整備を促進する。また、診断・改修計画作成を実施する事業者対象の講習会等を実施すること
により技術者の育成等を図る。さらに、新たな法制上の枠組み等について建築主等への啓発・周知等の実施を通じ、耐震化の必要性・重要性につい
て、国民全体の浸透を図る。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

下記の既存建築物の安全性確保のための体制整備を行う民間事業者等に対する補助。（補助率：定額補助）
①地方公共団体における体制整備支援：耐震診断等に係る行政指導のための行政職員向け研修会等の実施、耐震診断義務化対象建築物等につい
て、耐震診断・耐震改修等の実施状況の台帳整備等、　耐震性の表示制度の実施に向けた行政・事業者・建物所有者で構成する協議会の設立・運営
等
②建築主・事業者の体制整備支援：耐震診断・耐震改修に関する具体的な診断・施工技術や施工方法の事業者向け講習会等の実施、新たな法制上の
枠組み等の啓発・周知のための建築主等向け情報提供等の実施　等

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 政策・施策名

１　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上
　　の促進
　２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる住宅
　　　市場を整備する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

事業番号 新25-02

既存建築物安全性確保推進事業 担当部局庁

計 250

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

（目）住宅市場整備推進等事業費
補助金

250

（大事項）住宅市場の環境整備の
推進に必要な経費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

（項）住宅市場整備推進費

-

(                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

算出根拠

既存建築物の安全性確保のための体制の整備箇所数

活動実績

（当初見込
み）

- - -
活動指標及び活

動実績
（アウトプット）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（27年度）

成果実績 ％ - - -
①90%
②90%

成果指標 単位

％達成度

活動指標 単位

22年度 23年度

22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

－ －

多数の者が利用する一定の建築物及び住宅の耐震化率（①
建築物、②住宅）

執行額

執行率（％） －



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

建築物の耐震改修の促進に関する法律の改正に伴い、地方公共団体や建築主・事業者の体制整備等の喫緊の課題に対して、重点的・効率的に事業を
実施する。

評　価項　　目

点
検
結
果

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

評価に関する説明

○

○

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。事
業
の
効
率
性

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

単位当たりコストの水準は妥当か。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

外部有識者の所見

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

耐震化が特に必要な建築物等について診断・改修等の実施状況の
台帳の整備を行うこと及び地方公共団体の職員対象の研修会を実
施することによる行政庁の体制整備を促進することや新たな法制上
の枠組み等について建築主等への啓発・周知等の実施を通じ、耐震
化の必要性・重要性について、国民全体の浸透を図ることは住宅・市
街地の防災性を向上するためにも、国が率先して優先的に行うべき
事業である。

所管府省・部局名

○

平成22年

行政事業レビュー推進チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成24年平成23年

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

外部有識者の所見



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

国土交通省

A．民間事業者等

【公募・補助】

①地方公共団体における体制整備支援

②建築主・事業者の体制整備支援

る
て補足する）
（単位：百万

円）



C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

A. E.

a

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

落札率

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

入札者数支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1

2

4

5

3

7

6

9

10

8



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

－ － － 151

執行額 － － －

繰越し等 － － －

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 － － － 151

補正予算 －

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

－ －

計

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　新たな管理適正化方式の導入や、東日本大震災を踏まえた新たな防災対策等マンションにおける課題の解決に向けた合意形成等の成功事例の蓄積
を通じ、今後増大することが予想されている老朽化したマンションの管理適正化・再生推進に向けた環境整備を図る。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

(1)マンション管理組合の活動を支援する法人等が行う管理組合における合意形成をサポートする取組み等のマンション管理適正化・再生推進に当たっ
ての課題の解決に向けた次の事業
①専門家の活用も含めた新たなマンション維持管理の適正化に係る事業
②被災時のマンション生活維持のための環境整備に係る事業
③持続可能社会に対応したマンション再生の促進に係る事業
(2)マンション管理適正化・再生推進に当たっての課題の解決に向けた成功事例の収集・分析等を行う事業

補助率：定額補助（限度額：1,000万円／年）

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 政策・施策名

１　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上
　　の促進
　２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる住宅
　　　市場を整備する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱

住宅局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

H25/H27 担当課室 市街建築課マンション政策室 室長　上村　昇

事業名

事業番号 新25-03

マンション管理適正化・再生推進事業 担当部局庁

計 151

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

（目）住宅市場整備推進等事業費
補助金

151

（大事項）住宅市場の環境整備の
推進に必要な経費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

（項）住宅市場整備推進費

―

(                ) (               ) (15団体)

単位当たり
コスト

算出根拠

活動実績団体数

活動実績

（当初見込
み）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（32年度）

①25年以上の長期修繕計画に基づく修繕積立金額を設
定している管理組合の割合
②新築で30年以上の長期修繕計画に基づく修繕積立金
額を設定している管理組合の割合

成果実績 ％ － － -
①70

②概ね100

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％

執行率（％） － － －

執行額



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 -

本事業では、管理に問題が生じているマンションにおける管理適正化や被災時のマンション生活維持のための環境整備、老朽化したマンションの再生等
の喫緊の課題に対して、重点的・効率的に事業を実施する。

評　価項　　目

点
検
結
果

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。 -

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-単位当たりコストの水準は妥当か。

-

-

-

-

-

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

外部有識者の所見

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

『住生活基本計画（平成23年3月15日閣議決定）』において、「住宅ス
トックの適正な管理を促進するとともに、特に増加する建設後相当の
年数を経過したマンション等の適正な管理と維持保全、更には老朽
化したマンション等の再生を進めることにより、将来世代に向けたス
トックの承継を目指す。」と目標が掲げられており、マンションの管理
適正化や再生の推進については、国が実施すべき事業であると考え
る。

所管府省・部局名

○

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

－ －平成22年

行政事業レビュー推進チームの所見

平成24年平成23年

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

－



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

マンション管理組合
を支援する法人等

国土交通省
１５１百万円

マンション管理組合
を支援する法人等

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

【公募・補助】

【公募・補助】

マンション管理組合の活動を支援する法人等が行う管理組合における合意形成をサポート

する取組み等のマンション管理適正化・再生推進に当たっての課題の解決に向けた次の事業

①専門家の活用も含めた新たなマンション維持管理の適正化に係る事業

②被災時のマンション生活維持のための環境整備に係る事業

③持続可能社会に対応したマンション再生の促進に係る事業

マンション管理適正化・再生推進に当たっての課題の解決に向けた成功事例の収集・分析等を

ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）



C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

a

A. E.

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

落札率

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

入札者数

2

支　出　先

1

業　務　概　要

4

5

6

支　出　額
（百万円）

10

7

9

8

3



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

－ － － 1,000

執行額

繰越し等 － － －

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 － － － 1,000

補正予算 －

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

－ －

計

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

中古住宅流通・リフォーム市場の活性化を図るため、リフォームの主な担い手である中小工務店等が連携して取り組む設計・施工基準の整備や、消費
者の相談体制の整備、郊外型住宅団地における空き家等の流通促進に向けた取組、リフォームによる性能向上を建物価値に反映させるための取組等
に対して支援する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

リフォームに関する専門家相談の取組及び地域における住宅に関する相談体制を整備するための研修等の取組、リフォーム事業者に関する技術力・信
頼性に係る情報提供の取組やリフォーム工事に関する設計・施工基準の整備等を行う取組、郊外型住宅団地における既存住宅の流通・活用を促進す
るためのコーディネート、住宅のリフォームや生活利便施設の整備等を行うモデル的な取組、及び住宅リフォーム市場の環境整備を図る調査研究

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 政策・施策名

１　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び
　　向上の促進
　２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる
　　　住宅市場を整備する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

住宅市場整備推進等事業費補助金交付要綱

住宅局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

H25～ 担当課室 住宅生産課住宅瑕疵担保対策室 室長　岸川仁和

事業名

事業番号 新25-04

住宅ストック活用・リフォーム推進事業 担当部局庁

中古住宅流通量における既存住宅売買瑕疵保険の加入割合

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

20

％ 6.5 9.5 6.0

10

計 1,000

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

（目）住宅市場整備推進等事業費
補助金

1,000

（大事項）住宅市場の環境整備の
推進に必要な経費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

（項）住宅市場整備推進費

―

(                   ) (                   ) (   30   )

単位当たり
コスト

算出根拠

実施予定事業者数

2

％ 1.3 1.9 1.2

24年度
活動指標及び活

動実績
（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度

活動実績

（当初見込
み）

25年度活動見込

24年度
目標値

（　　年度）

リフォーム時に瑕疵担保責任保険に加入した住宅の全リフォーム実施戸数・
棟数に占める割合

成果実績 ％ 0.2 0.2 0.2

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ 2 2

リフォーム実施戸数の住宅ストック戸数に対する割合
成果実績

執行率（％） － － －

執行額 － － －

％ 58 - -

- 25

達成度 ％

％ 3.5(H16～20平均)
※Ｈ２０年度

- - 6

達成度

56 - -
既存住宅の流通シェア

成果実績 ％ 14
※Ｈ２０年度

-



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

本事業については、Ｈ２５年度新規事業であるが、他事業における行政事業レビューの結果を踏まえ、
多くの民間事業者等の提案を本事業で活かせるよう、事業の企画内容を提案する公募を行う等に留意したうえで補助金の執行を行う。

評　価項　　目

点
検
結
果

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－単位当たりコストの水準は妥当か。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

―

事
業
の
有
効
性

―

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業番号 類似事業名

民間事業者等の提案を活かし、効率的な執行を行うた
め、事業の企画内容を提案する公募を実施する。

重
複
排
除

○

○

－

－

－

－

○

消費者は中古住宅の購入やリフォームの実施に際して、
品質や欠陥等に対して不安を感じており、このような不
安を解消するために、消費者に対する相談保護の整備
や消費者保護施策の構築・普及が必要であり、民間事
業者等の提案を公募し実施している。

―
所管府省・部局名

○

○

外部有識者の所見

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年 平成24年平成23年

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

備考



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

国土交通省

【補助】※事務事業者に対する補助

A．事務事業者

【補助】

C．民間事業者等

【補助】

B．民間事業者等

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）



C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

a

A. E.

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

落札率

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

入札者数支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

3

1

2

5

6

4

7

9

10

8



執行額

計

繰越し等

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 1,000

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

一時の税負担の増加による影響を平準化し、及び緩和する観点から行うこととしている住宅取得者等に対する給付措置について、平成26年4月1日より
申請受付を開始することができるよう、以下の事業を行う。
・申請様式、記載要領の作成
・申請受付・審査・管理システムの構築及び審査マニュアルの作成
・住宅事業者及び住宅取得予定者等に対する説明会等を通じた周知
・給付措置に関する問い合わせ対応を行うコールセンターの開設　等

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

住宅市場整備推進事業費補助金交付要綱

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

取引価額が高額であり、波及効果も大きい住宅については、平成26年4月1日の消費税率の引上げの前後における駆け込み需要及びその反動等によ
る影響が大きいことを踏まえ、一時の税負担の増加による影響を平準化し、及び緩和する観点から、給付措置を講じる事としている。給付措置について
は、消費税率引上げが予定される平成26年4月1日から開始を予定しているところであるため、本事業において、給付措置を行うための体制の整備を図
るとともに、制度の周知等を行うことにより、円滑に給付措置を導入するとともに、住宅市場の安定化を図ることを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度

H25 担当課室 住宅企画官 市川　篤志

会計区分 一般会計 政策・施策名

１　少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び
　　向上の促進
　２　住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる
　　　住宅市場を整備する

事業番号 新25-05
　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

事業名 住宅市場安定化体制整備事業 担当部局庁 住宅局 作成責任者

計 1,000 0

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目

目：住宅市場整備推進等事
業費補助金

1,000

事項：住宅市場の環境整備の
推進に必要な経費

25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

項：住宅市場整備推進費

―

(                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

算出根拠

本事業は平成26年4月１日開始予定の給付措置を円滑
かつ確実に導入すること（給付措置に必要な体制の整備
等を行う事業であるため、定量的な活動指標は設定困
難）

活動実績

（当初見込
み）

-

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（27年度）

新築住宅における住宅性能表示の実施率

成果実績 年 24% 23.5% - 37%

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ 64.8% 63.5%

執行率（％）

執行額



点
検
結
果

本事業は、平成26年4月１日から開始することとしている住宅取得者等に対する給付措置を円滑かつ確実に導入するため、必要な体制の整備や、制度
内容の周知等を行うものである。本給付措置は、年間数十万件の申請が見込まれるとともに、申請者の所得状況に応じて給付を行う性格上、高度な個
人情報の取り扱いが見込まれるものである。本事業の処理情報の多さ、個人情報の取扱いの難しさは過去に経験したことのないものであることから、関
連する知見を集約して体制整備に充分な検討を重ね、確実な周知活動を行うことが必要がある。このため、消費税率の引上げに伴う住宅取得者の負担
増への対応については、全国一律に実施すべきものであり、地方公共団体ではなく、国による実施が必要である。

外部有識者の所見

類似事業名 所管府省・部局名

－活動実績は見込みに見合ったものであるか。 －

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 －

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

事業番号

－

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

－

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

外部有識者により構成される外部評価委員会の審査結
果を踏まえ、事業者の選定を行っている。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコストの水準は妥当か。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 －

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 －

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○ 給付措置については、平成25年度与党税制改正大綱に
おいて、消費税率の引上げに伴う住宅取得に係る消費
税負担増をかなりの程度緩和するため、住宅ローン減税
の拡充措置を講じてもなお効果が限定的な所得層に対
し、減税措置とあわせ実施することとされている。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

事業所管部局による点検

項　　目 評　価 評価に関する説明

－平成22年 － 平成23年 － 平成24年

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

行政事業レビュー推進チームの所見



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

国土交通省

１，０００百万円

A．民間事業者

【公募・補助】

・申請様式、記載要領の作成

・申請受付・審査・管理システムの構築及び審査マニュアルの作成

・住宅事業者及び住宅取得予定者等に対する説明会等を通じた周知

・給付措置に関する問い合わせ対応を行うコールセンターの開設 等

ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）



C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.
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支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
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入札者数 落札率
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入札者数 落札率


